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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。な

お、第53期中については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第52期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

４ 第53期中の中間純損失の発生要因は、主に連結子会社トーカイ開発㈱の減損損失の計上によるものであります。 

回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期 

会計期間 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年
９月30日 

自 平成19年
４月１日 

至 平成19年
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成18年
３月31日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成19年
３月31日 

売上高 (百万円) 35,472 37,118 38,485 72,701 75,625

経常利益 (百万円) 2,844 2,726 2,305 6,584 5,544

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△） 

(百万円) 922 1,018 △3,557 2,446 2,443

純資産額 (百万円) 13,200 21,239 14,830 15,146 23,060

総資産額 (百万円) 64,867 66,293 59,423 66,366 67,401

１株当たり純資産額 (円) 810.64 961.44 846.16 926.31 1,068.46

１株当たり中間(当期)純
利 益 又 は 中 間 純 損 失
（△）金額 

(円) 59.60 62.55 △206.92 150.04 145.82

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.4 23.6 24.5 22.8 27.3

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 2,334 2,887 2,166 6,453 5,951

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) △1,633 △1,044 △6,190 △1,837 △3,835

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 2,233 △1,499 1,105 △653 △2,526

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

(百万円) 10,861 12,241 8,581 11,896 11,490

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
1,913 
[2,483]

1,996
[2,724]

2,077
[2,926]

1,873 
[2,580]

1,986
[2,756]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。なお、第53期中

については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第53期中の中間純損失の発生要因は、主に連結子会社トーカイ開発㈱の事業整理に伴う特別損失の計上によるものであり

ます。 

  

回次 第51期中 第52期中 第53期中 第51期 第52期 

会計期間 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年
９月30日 

自 平成19年
４月１日 

至 平成19年
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成18年
３月31日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成19年
３月31日 

売上高 (百万円) 14,326 15,202 15,735 29,157 30,431

経常利益 (百万円) 1,167 1,394 850 2,506 2,353

中間(当期)純利益又は中
間純損失（△） 

(百万円) 613 773 △841 1,154 1,356

資本金 (百万円) 7,782 7,782 7,782 7,782 7,782

発行済株式総数 (株) 16,299,673 16,299,673 17,270,673 16,299,673 17,270,673

純資産額 (百万円) 13,039 14,249 15,078 13,824 16,073

総資産額 (百万円) 34,192 33,364 38,907 33,587 34,375

１株当たり純資産額 (円) 800.35 874.66 877.06 846.73 934.95

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失
（△） 

(円) 39.59 47.45 △48.93 70.77 80.94

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 4 4 4 8 8

自己資本比率 (％) 38.1 42.7 38.8 41.2 46.8

従業員数 
[外、平均臨時雇用人員] 

(人) 
709 

[1,204]
724

[1,365]
764

[1,532]
692 

[1,240]
718

[1,411]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社㈱トーカイ(商号が親会社と同一のため以後㈱トーカイ（四国）という)は、平成19年８月17日付で連結

子会社大豊商事㈱を吸収合併しております。また、連結子会社であった㈱レインボー薬局は、保有株式の売却に伴い

当中間連結会計期間より連結の範囲から除外しております。 

また、「重要な後発事象」に記載のとおり、連結子会社岐阜商事㈱については、平成19年10月22日付で株式譲渡契

約書を締結し、平成19年10月31日に当社の保有する全株式を売却しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員 (当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。)であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は[ ]

内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、トーカイ労働組合が組織(組合員数570人)されており、ＵＩゼンセン同盟に属しております。

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

健康生活サービス 1,154[ 2,338] 

調剤サービス 525[    66] 

環境サービス 180[   482] 

会員制サービス 72[    22] 

その他 76[     9] 

全社(共通) 70[     9] 

合計 2,077[ 2,926] 

従業員数(人) 764[ 1,532] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国の経済状況は、企業収益の改善や設備投資の増加などの民間需要を牽引役として持

続的な回復基調を維持しました。一方で、米国でのサブプライムローン問題が主要各国の金融機関に悪影響を及ぼ

し、投機マネーの流入による原油価格の高騰など不安材料も散見されました。また、国内では首都圏や東海地方で

慢性的な人手不足となり、将来の業績拡大の阻害要因としてクローズアップされるようになりました。 

このような経済環境を背景に当社グループの連結業績は、売上高につきましては積極的な営業活動が奏功し、

「健康生活サービス」「調剤サービス」「その他」のセグメントで増収を果すことができました。営業利益につき

ましては、新規出店効果に支えられた調剤薬局事業が好調に推移しましたが、介護保険の制度改正の影響が当中間

連結会計期間まで残るシルバー事業が前年同期を下回り、営業利益は減益となりました。 

一方で、平成19年８月31日には会員制サービス事業を構成するトーカイ開発㈱が民事再生手続きの開始を申立

て、当社グループとしてスポーツ関連事業からの完全撤退を表明するに至りました。また、同日その他の事業に属

する岐阜商事㈱を大阪市に本社を置くフルサト工業㈱に売却する基本合意書を締結しました。これらは、当社グル

ープ各社のシナジー効果を一層高め、ヘルスケア事業および環境事業に特化するための「選択と集中」を具現化す

る大きな決断となりました。これらトーカイ開発㈱や岐阜商事㈱の事業再編が損益に与える影響は、当中間連結会

計期間にはトーカイ開発㈱に関連する損失が計上され、それ以外は下期以降の業績に影響を与えることとなりま

す。 

売上高は前年同期より13億67百万円増加（3.7％増）の384億85百万円、営業利益は前年同期比４億74百万円減

（18.2％減）の21億30百万円、経常利益は前年同期比４億21百万円減（15.4％減）の23億５百万円、中間 終損益

は70億円を越える特別損失の影響を受け、35億57百万円の中間純損失（前年同期は10億18百万円の中間純利益）と

なりました。 

また、トーカイ単体でも、売上高157億35百万円（前年同期比3.5%増、５億33百万円増）、営業利益６億１百万円

（前年同期比50.6%減、６億16百万円減）、経常利益８億50百万円（前年同期比39.0%減、５億43百万円減）、関係

会社整理に係る特別損失が大きく影響したため８億41百万円の中間純損失（前年同期は７億73百万円の中間純利

益）を計上し、増収減益となりました。 

  

[事業のセグメント別概況] 

① 健康生活サービス 

売上高は、全国２例目となる多治見市民病院での包括業務受諾など好調に推移しましたが、前中間連結会計期

間に介護保険制度が改正され、当中間連結会計期間にその影響を大きく被ったシルバー事業の減収減益に伴い、

健康生活セグメントでは増収減益となりました。 

この結果、売上高178億81百万円（前年同期比2.6%増）、営業利益14億16百万円（前年同期比32.6%減）と増収

減益となりました。 

  

  

② 調剤サービス 

新規店舗の開設も順調に進み、売上高は前期より９億32百万円増加の118億27百万円（前年同期比8.6%増）とな

り、営業利益も２億13百万円増の８億72百万円（前年同期比32.4%増）と増収増益となりました。 

  

③ 環境サービス 



病院清掃が引き続き好調に推移し増収増益となりましたが、リースキン事業が流通、外食産業からのコストダ

ウン要請の影響が大きく、売上高は49億76百万円（前年同期比0.4％減）とほぼ前期並となり、営業利益は３億84

百万円（前年同期比6.9％減）と減益となりました。 

  

④ 会員制サービス 

売上高は６億50百万円とほぼ前期並みに推移し、営業損失も２百万円少なくなり、１億９百万円の営業損失

（前年同期比1.7％減）に留まりました。 

  

⑤その他 

その他事業では、自動車業界の好業績に引っ張られる形で岐阜商事㈱が好調に推移し、売上高31億49百万円

（前年同期比0.2％増）、営業利益１億49百万円（前年同期比9.3％増）の増収増益となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、子会社株式の追加

取得や経常利益が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ29億９百万円（25.3％）減少し、当中間連結会

計期間末には85億81百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主

な要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動により得られた資金は、前年同期比７億21百万円（25.0％）減少し、21億

66百万円となりました。これは、主に介護保険の制度改正の影響によりシルバー事業が減益だったこと等により営

業収入が減少したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動により支出した資金は、前年同期比51億45百万円（492.5％）増加し、61億

90百万円となりました。これは、主に連結子会社大豊商事㈱株式の追加取得による支出があったこと等によるもの

であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動により得られた資金は、11億５百万円（前年同期は14億99百万円の支出）

となりました。これは、主に短期借入金の資金調達による増加等によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産及び仕入実績 

当中間連結会計期間における生産及び仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

なお、「調剤サービス」につきましては、生産実績がないため記載を省略しております。また、「会員制サービ

ス」につきましては、主な事業内容が役務の提供であるため、生産及び仕入実績を金額あるいは数量で表すのは困

難なため、記載を省略しております。 

  

(生産実績) 

  

(注) １ 金額は、販売金額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(仕入実績) 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、大部分を見込み生産で行っているため、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 2,030 6.9 

環境サービス 289 2.7 

その他 255 10.7 
合計 2,575 6.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 2,813 10.1 

調剤サービス 8,106 7.7 

環境サービス 1,284 △16.6 

その他 2,468 △4.2 
合計 14,672 3.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)
健康生活サービス 17,881 2.6 

調剤サービス 11,827 8.6 

環境サービス 4,976 △0.4 

会員制サービス 650 △0.1 

その他 3,149 0.2 
合計 38,485 3.7 



３ 【対処すべき課題】 

（当面の対処すべき課題の内容） 

当中間連結会計期間においては、連結子会社であるトーカイ開発㈱が平成19年８月31日に民事再生手続きの開始

申立てを名古屋地方裁判所に行い、平成19年９月14日に開始決定となりました。今後は、民事再生計画の策定なら

びに同計画に対する書面投票を行い、平成20年２月中旬の再生計画の認可決定の確定を目指しております。当連結

会計年度末までに、トーカイ開発㈱の株式譲渡を行い連結対象会社から外す予定で順調に推移しておりますが、一

連の再生手続きに遅れが生じた場合は、連結損益に大きな影響を与える可能性があります。 

その他に当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

（会社の支配に関する基本方針） 

① 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者（以下「方針決定を支配する者」といいます。）の

在り方について、基本的には、株主の皆様の自由な判断に基づいた当社株式の自由な取引を通じて決定されるべ

きものであると考えており、上場企業として多様な投資家の皆様に当社の株主となっていただき、また、その

様々なご意見を当社の財務および事業の方針の決定に反映させることが望ましいと考えております。 

昨今のわが国の資本市場においては、経営陣の同意なく、会社支配権の取得を意図して株式を大量に買付けよ

うとする試みが増加しつつあり、このような買付けの中には、当社および当社グループの顧客、取引先、地域社

会および従業員等ステークホルダーの利益を著しく損なう蓋然性の高いものや、株主の皆様に十分な判断の時間

や判断の材料を与えないものなど、当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付けが行わ

れることも予想される状況にあります。 

当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付けを行おうとする者に

対して、方針決定を支配する者となる機会を与えることは、株主の皆様からの様々な意見を当社の財務および事

業の方針の決定に反映させようとするにあたって望ましくないものと考えております。以上をもって、方針決定

を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）といたします。 

  

② 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

当社は、以下のような取組みにより当社の企業価値および株主共同の利益を向上させることが、多様な投資家

の皆様からの当社への投資につながり、結果的に、基本方針の実現に資するものと考え、これらの取組みを実施

しております。 

(a) 事業特性および事業の根幹に対する認識 

当社は、昭和30年の創業時から快適な職場環境や住空間の創造、人々の健康の増進や福祉の向上に資するこ

とを目的に、社会に貢献できる企業を目指し半世紀に亘って様々な事業を展開してまいりました。特に現在で

は、医療機関や老人福祉施設等比較的体力が弱った方々が多く集まる場所で、各種の事業を展開しており、

「衛生管理のプロ」としてのその専門的な知識と経験を活かし、お客様に安心と安全をお届けしております。

また、サービス業の基本は「お客様第一」に徹することと認識し、サービスの過程での当社の従業員の接遇マ

ナーの良さに対しましても高い評価をいただいております。このように、当社では事業の現場を 優先に考

え、そこからお客様のニーズを的確に捉えて、それを提供することで当社のプレゼンスを向上させ、ひいては

当社グループの持続的な企業価値の向上に努めており、今後も継続する所存であります。 

(b) 顧客との連携および協力体制 

当社グループでは数多くの医療機関や福祉施設から様々な業務を受託しており、そのような機関や施設と一

体となってその運営に携わっております。福祉用具の貸与事業におきましても、全国に550社を超える提携店に

福祉用具を提供するとともに、ケアマネジャー様のご信頼の下にエンドユーザー様に福祉用具を貸与しており

ます。そして、平成19年３月期末に87の店舗を有する調剤薬局では、病院様との緊密な連携を背景にして大勢



の患者様にお薬を提供させていただいております。さらに、環境サービスを構成するリースキン事業でも、

全国に1300社もの代理店を有するフランチャイズ網を築いており、このような医療機関、福祉施設や代理店と

の信頼関係は長い時間をかけて醸成してきたものであり、これらは、医療機関業務の受諾やレンタル事業の根

幹をなすものと考えております。 

(c) 事業環境に対する取組み 

高齢者人口の増加を背景に医療に対する支出が増加し続けており、国家財政にとっても大きな問題となって

おりますが、厚生労働省は医療や福祉にかかるコストを削減するために、法律や制度の改正を立て続けに行な

っており、当社グループを取り巻く環境は厳しいといわざるを得ません。そこで、当社グループでは、医療機

関や福祉施設から様々な事業を受諾することにより、このような収益環境の土台をなす法制度改正の荒波を乗

り越えております。つまり、一つ一つの事業を独立させるのではなく、有機的に結合させ複数のサービスを提

供できることにより、当社グループの強さを際立たせ、ひいては企業価値の向上および株主共同の利益の向上

を図っております。 

(d) さまざまなステークホルダーとの緊密な関係 

当社では、株主の皆様、顧客、取引先や従業員等様々な関係者からの、当社グループの事業特性へのご理解

と事業そのものに対してのご協力に支えられて、これまで企業価値を高めてまいるとともに、株主の皆様の共

同利益の確保・向上に努めてまいりました。ですから、この長年に亘って築いてきた協力体制を維持・発展さ

せることをベースに当社グループの事業の運営を進めることが、きわめて重要なことであると認識しておりま

す。したがいまして、引き続き、この協力体制を踏まえた上で、当社グループの運営を行うことが、当社グル

ープの企業価値を 大化し、かつ株主共同の利益に資すると確信いたしております。 

  

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

(ⅰ) 本方針の概要 

当社は、当社の企業価値を損ないひいては会社や株主の皆様の利益につながらない不合理な買収が行われる

事態を避止するために、特定株主グループ（注1）の議決権割合（注2）を20%以上とすることを目的とする当社

株券等（注3）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20%以上となる当社株券等の買

付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付等の具体

的な買付方法の如何は問わないものとします。以下、かかる買付行為を「大量買付行為」といい、かかる買付

行為を行うものを「大量買付者」といいます。）に対して、以下のような方針（以下「本方針」といいま

す。）で対処します。 

注1：特定株主グループ 

(1) 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27条

の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含みます。以下同じとし

ます。）およびその共同所有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき

共同保有者とみなされるものを含みます。以下同じとします。） 

または、 

(2) 当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第27条の２第１項

に規定する買付等をいい、競売買の方法によるか否かを問わず取引所有価証券市場において行われるものを

含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）

を意味します。 

注2：議決権割合 

(1) 特定株主グループが、注1の(1)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規

定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項

に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も計算上考慮されるものとします。） 

または、 



(2) 特定株主グループが、注1の(2)記載の場合は、当該大量買付者およびその特別関係者の株券等保有割合

（同法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。）の合計をいいます。各株券等保有割合の

算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます。）および発行済株式の総

数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、半期報告書および自己株券

買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

注3：株券等 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。 

(ⅱ) 本方針の目的 

当社取締役会は、当社株式の自由な売買は株主の皆様に保障された当然の権利であり、大量買付行為に応じ

て当社株式の売却を行なうか否かの 終的な判断は、当社取締役会ではなく、当社株式を保有される株主の皆

様の判断に委ねられるべきものと考えております。また、当社は、大量買付行為が行われたとしても、そのこ

と自体により直ちに企業価値および株主共同の利益が害されるということはなく、反対に、大量買付行為が当

社の企業価値および株主共同の利益の 大化に資する場合であれば、これを一概に否定するものではありませ

ん。 

しかしながら、大量買付行為の中には、その目的等から判断して企業価値および株主共同の利益に明らかな

侵害をもたらすものや、その態様等から大量買付行為に応じることを株主の皆様に強要するおそれのあるもの

も見られます。また、近時、わが国の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化

等を背景として、対象となる会社の経営陣との十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、株主への十分な

情報の開示もなされない段階で、突如として大量買付行為を強行するといった動きが顕在化しつつあります。 

当社としては、株主の皆様が大量買付行為に応じて当社株式の売却を行なうか否かを判断するに際し、必要

十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられた上で熟慮に基づいた判断（インフォームド・ジャッジメン

ト）を行うことができるような体制を確保することが、当社の企業価値および株主共同の利益に資するものと

考えております。 

以上のことに鑑み、当社取締役会は、大量買付行為が行なわれる際は、それが株主共同の利益および当社グ

ループの企業価値向上に資するものか否かを株主の皆様にご判断いただくために、必要かつ十分な情報と時間

を確保するとともに、大量買付者との交渉の機会を確保することによって、当社の企業価値および株主共同の

利益を図ることに明らかな侵害を与える者による企業支配を防ぎ、当社の企業価値および株主共同の利益を確

保し、向上させることを目的として、以下のような大量買付行為に関するルール（以下「大量買付ルール」と

いいます。）を定めることといたしました。 

(ⅲ) 大量買付ルール 

当社が提示する大量買付ルールとは、①事前に大量買付者から当社取締役会に対して必要かつ十分な情報が

提供され、②当社取締役会が当該情報を検討するために必要な一定の評価期間が経過した後にのみ、大量買付

者は、大量買付行為を開始する、というものです。具体的な大量買付行為開始までの流れは、以下のとおりで

す。 

(a) 意向表明書の提出 

まず、大量買付者は、大量買付行為をしようとする場合は、事前に当社代表取締役宛に、大量買付ルールを

遵守する旨の誓約文言等を記載した意向表明書をご提出していただくこととします。当該意向表明書には、大

量買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、（国内）連絡先および企図されている大量買付行為の概

要を明示していただきます。なお、当社取締役会は、大量買付者からの意向表明書を受領した際は、速やかに

情報開示を行ないます。 

(b) 独立委員会 

当社は、大量買付ルールの運用の適正性を確保するために、また当社の企業価値および株主の皆様の共同の

利益を守るべく一定の方策を採る場合における、その判断の合理性および公正性を担保するために、当社取締

役会から独立した組織として、独立委員会を設置いたします。この独立委員会の構成員は３名以上とし、公正

で中立的な判断を可能とするため、当社社外監査役と、外部の有識者等も交えた形の組織といたします。この

独立委員会の具体的な構成員については、参考資料１に記載のとおりであります。この独立委員会は、以下の



(c)に従って、大量買付者から提供される大量買付情報が十分か否かの判断および以下の(ⅳ)に記載する対抗

措置の是非について、当社取締役会に勧告等を行います。 

当社取締役会は、独立委員会からの勧告等を 大限尊重し、以下の(ⅳ)に定める対抗措置の取扱いを 終的

に決定いたします。 

(c) 大量買付情報の提出 

大量買付者には、当社取締役会に対し、株主の皆様の適切な判断および取締役会としての意見形成のために

十分な情報（以下「大量買付情報」といいます。）を提供していただきます。当社は、上述の意向表明書受領

後５営業日以内に、大量買付者にご提出いただく大量買付情報のリストを交付いたします。そのリストの項目

の一部は以下のとおりです。 

(ア) 大量買付者（組合・ファンドの場合は組合員その他の構成員を含みます。）およびそのグループの概要

（具体的な名称、資本構成、財務内容等を含みます。） 

(イ) 大量買付行為の目的、方法および内容 

(ウ) 買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け 

(エ) 大量買付行為完了後に意図する当社グループの経営方針、資本政策、配当政策および事業計画 

(オ) その他当社取締役会が必要と考える情報 

なお、当社取締役会は、大量買付行為が提案された事実および大量買付情報その他の情報のうち、株主の皆

様の大量買付行為に対する賛否の判断に必要であると判断したものがある場合は、その全部または一部を公表

いたします。 

(d) 当社取締役会による評価・検討期間 

当社取締役会は、当該大量買付行為が当社グループの企業価値向上さらには株主共同の利益に資するものか

どうかを判断するに当たり、ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等で構

成される第三者機関の助言も受けながら、独立委員会からの勧告等を 大限尊重し、当社取締役会としての評

価、意見形成および代替案の立案等を行ないます。そのためには、大量買付者からの大量買付情報の開示が完

了してから、以下に示すような時間的猶予（以下「評価期間」といいます。）が必要であると考え、大量買付

行為はこの評価期間終了後にのみ実施されうるものとします。 

(ア) 対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社株式の買付の場合は60日間 

(イ) その他の買付の場合は90日間 

(ⅳ) 対抗措置の取扱い 

(a) 大量買付ルールが遵守された場合 

大量買付ルールは、当社の経営に影響力を持ちうる規模の当社株券等の大量買付行為について、株主共同の

利益を保護するという観点から、株主の皆様に、このような大量買付行為を受け入れるかどうかの判断のため

に必要な情報や、現に経営を担っている当社取締役会の評価意見を提供し、さらには、代替案の提示を受ける

機会を保証することを目的とするものです。 

したがいまして、大量買付ルールが遵守されている場合、対抗措置の発動は行いません。しかしながら、以

下の(ア)ないし(オ)に掲げたような、大量買付行為が当社に回復しがたい損害をもたらすことが明らかである

と認められる場合は、対抗措置の発動を行います。なお、具体的な対抗措置については、新株予約権の無償割

当その他法令および当社定款が取締役会の権限として認める対抗措置のうち、その時点で相当と認められるも

のを選択することとなりますが、新株予約権の無償割当をする場合の概要は参考資料２に記載のとおりとしま

す。 

(ア) 真に当社の会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、当社株式の株価をつり上げて高値で当社株券

等を当社の関係者に引き取らせる目的で大量買付行為を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー） 

(イ) 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引

先や顧客等を大量買付者または特定株主グループに移譲させる目的で大量買付行為を行っている場合 

(ウ) 当社の経営を支配した後に当社の資産を大量買付者または特定株主グループの債務の担保や弁済原資とし

て流用する予定で大量買付行為を行っている場合 



(エ) 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却

等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の

機会を狙って当社株券等の高価売り抜けをする目的で大量買付行為を行っている場合 

(オ) 初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（あるいは明確にし

ないで）設定し、買付けを行うことにより、株主の皆様に事実上売却を強要する結果となっている場合（い

わゆる強圧的二段階買収） 

(b) 大量買付ルールが遵守されない場合 

大量買付者によって大量買付ルールが遵守されない場合は、当社取締役会は、当社グループの企業価値およ

び株主共同の利益の保護を目的とし、新株予約権の無償割当その他法令および当社定款が取締役会の権限とし

て認める対抗措置をとります。なお、具体的な対抗措置については、その時点で相当と認められるものを選択

することとなりますが、新株予約権の無償割当をする場合の概要は参考資料２に記載のとおりとします。 

(ⅴ) 株主・投資家に与える影響等 

(a) 大量買付ルールが株主・投資家の皆様に与える影響等 

大量買付ルールは、株主の皆様が大量買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現に当社の

経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証す

ることを目的としています。これにより、株主の皆様は、十分な情報を取得して、大量買付行為に応じるか否

かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主共同の利益の保護につながるものと考え

ます。 

したがいまして、大量買付ルールの設定は、当社株主および投資家の皆様が適切な投資判断を行なううえで

の前提となるものであり、当社株主および投資家の皆様の利益に資するものであると考えております。 

なお、上述の(ⅳ)において述べたように、大量買付者が大量買付ルールを遵守するか否かにより当該大量買

付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、当社株主および投資家の皆様におかれましては、大量買付

者の動向にご注意ください。 

(b) 対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響等 

大量買付者が大量買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社および当社株主全体の利益

を守ることを目的として、法令および当社定款により認められている対抗措置を採ることがありますが、当該

対抗措置の仕組み上、当社株主の皆様（大量買付ルールに違反した大量買付者を除きます。）が、法的権利ま

たは経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具

体的対抗措置を採ることを決定した場合には、法令および証券取引所規則に従って適時適切な開示を行いま

す。 

なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の無償割当を行った場合の、新株予約権の行使ま

たは当社による取得についての株主の皆様にかかわる手続きについては、以下のとおりです。 

(ア) 株主の皆様が新株予約権を行使する場合 

新株予約権を行使する場合には、新株を取得するために所定の期間内に一定の金額の払込みをしていただ

く必要があります。かかる手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当をすることになった

際に、法令に基づき別途お知らせいたします。 

(イ) 当社が新株予約権を取得する場合 

当社が新株予約権を当社株式と引き換えに取得する場合には、当社が取得の手続きをとれば、当社取締役

会が当該取得の対象とした新株予約権を保有する株主の皆様は、行使価額相当額の払込み等の新株予約権の

行使にかかる手続きを経ることなく、当社による新株予約権取得の対価として、当社株式の交付を受けるこ

とができます。 

なお、新株予約権の無償割当の場合、名義書換未了の株主の皆様に関しましては、新株予約権の割当を受

けるためには、別途当社取締役会が決定し公告する新株予約権の割当の基準日までに、名義書換を完了して

いただく必要があります。 

(ⅵ) 大量買付ルールの有効期限 



本方針の有効期限は、平成19年６月28日開催の第52回定時株主総会の終結時から３年とさせていただいており

ます。 

  

④ 当社の取組みが、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないことの理由 

(a) 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みについて 

これらの取り組みは、いずれも、究極的には、当社株主共同の利益および当社企業価値を向上させるための

取組みであるため、これらの施策により、多様な投資家の皆様が当社へ投資することが期待できるという意味

で、多様な株主の皆様の様々な意見の反映という当社の基本方針に沿うものであります。また、これらの施策

は、当社の会社役員の地位の維持とは関係がありません。 

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組みについて 

当社は、本方針の内容については、以下のような点から、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するもので

はなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものと考えております。 

・議決権割合が20％以上となるような大規模買付者に対して事前に大規模買付情報の提供、大規模買付行為の

是非を判断する時間の確保、および代替案の提示を受ける機会を求めることによって、大規模買付者の提案

に応じるか否かについて株主の皆様の適切な判断を可能とするものです。したがいまして、株主共同の利益

を害するものではなく、基本方針に沿う内容となっております。 

・対抗措置が発動される場合を、大規模買付者が予め定められた大規模買付ルールを遵守しない場合や、当社

の企業価値および株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に限定するものです。このように、対抗

措置の発動は当社の企業価値および株主共同の利益に適うか否かという観点から決定することとしておりま

すので、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目

的としないものとしております。 

・独立性の高い当社社外監査役および外部の有識者を構成員とした独立委員会を設置し、対抗措置の発動を当

社取締役会が判断するにあたって、独立委員会の勧告等を 大限尊重することとしております。また、当社

取締役会において、必要に応じて外部専門家等の助言を得ることができるものとしております。このよう

に、対抗措置を発動できる場合か否かの判断について、当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組み

を備える内容といたしましたので、株主共同の利益を害するものではなく、また、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものでもないといえます。 

  

当社における本方針の有効期間は平成19年６月28日開催の第52回定時株主総会の終結後から３年とさせてい

ただいております。このように、本方針について株主の皆様の意思が反映されるよう努めており、株主共同の

利益を害することのないよう、また、当社の会社役員の地位の維持につながることのないよう努めているもの

です。 

  

参考資料１ 

独立委員会委員略歴 

星野 鉄夫(ほしの・てつお) 

略歴  昭和11年４月生まれ 

    平成元年６月 岐阜車体工業株式会社代表取締役社長 

    平成13年６月 同社代表取締役会長（現任） 

    (その他) 

    平成５年４月 各務原文化協会会長（現任） 

    平成15年４月 岐阜県経済同友会特別幹事（現任） 

    平成15年12月 スイートバレー推進協議会副会長（現任） 



    平成16年11月 各務原商工会議所会頭（現任） 

  

高井 法博(たかい・のりひろ) 

略歴  昭和21年９月生まれ 

    昭和52年３月 税理士登録（名古屋税理士会） 

    昭和53年３月 高井法博会計事務所設立 代表 

           その他関連11社代表（現任） 

    平成19年１月 税理士法人ＴＡＣＴ髙井法博会計事務所に組織変更 

           代表社員（現任） 

    (その他) 

    平成18年５月 岐阜市都市経営戦略会議委員（現任） 

    平成18年10月 駅前交流拠点施設利活用有識者会議委員 副座長（現任） 

    平成19年３月 岐阜市特殊勤務手当の見直しに係る懇話会委員（現任） 

    平成19年５月 岐阜市文化産業交流センター指定管理者選定委員 

           及びネーミングライツ選定委員 (現任) 

    平成19年10月 教育による岐阜市の活性化有識者会議委員 (現任) 

  

川島 和男(かわしま・かずお) 

略歴  昭和16年９月生まれ 

    昭和49年４月 川島和男法律事務所設立 所長（現任） 

    昭和63年６月 当社監査役就任（現任） 

    (その他) 

    平成８年４月 岐阜市教育委員（現任） 

    平成16年４月 中部弁護士会連合会理事長（現任） 

  

参考資料２ 

新株予約権の概要 

1.割当の対象となる株主および株主に割当る新株予約権の数 

 当社取締役会で定める基準日における 終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された株主に対

し、その所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき1個の割合で新株予約権の無償

割当をする。 

2.新株予約権の目的である株式の種類および数 

 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の行使により交付される当社普通株式

の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行なう場合は、所要の調整を行なうものとす

る。 

3.新株予約権無償割当の効力発生日 

 当社取締役会において別途定める。 

4.各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資される財産の価格

は、当社普通株式1株当り金１円以上とする。 

5.新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

6.当社による新株予約権の取得 

 当社は、当社取締役会が定める日（取得日）をもって、当社取締役会の定める日の前日までに未行使の新株

予約権（ただし、下記7.の規定に従い定められた行使条件等により新株予約権を行使できないものが有する



新株予約権を除く。）のすべてを取得し、これと引き換えに、新株予約権１個につき、当社普通株式１株を交

付することができる。 

7.新株予約権の行使条件 

 大量買付者およびその特定株主グループならびに大量買付者およびその特定株主グループから当社取締役会

の承認を得ずに新株予約権を取得または承継した者は、新株予約権を行使できないものとする。 

8.新株予約権の行使期間等 

 新株予約権の行使期間、その他必要な事項については、当社取締役会において別途定める。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

（岐阜商事㈱の株式譲渡に関する事項） 

当社は平成19年８月31日開催の取締役会において、下記のとおり、保有する岐阜商事㈱の全株式譲渡を決議し、平

成19年10月22日付で株式譲渡契約書を締結し、平成19年10月31日付で全株式を譲渡いたしました。 

株式譲渡の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 株式の譲渡先 

 フルサト工業㈱ 

(2) 株式譲渡の日 

 平成19年10月31日 

(3) 対象となる連結子会社の名称、事業内容 

 会社名 岐阜商事㈱ 

 資本金 10百万円（平成19年9月30日現在） 

 事業内容 工具・工作機械の販売 

(4) 売却する株式の数、売却後の持株比率 

 売却する株式の数 136,918株 

 売却価格 2,948百万円 

 売却後の持株比率 －% 

株式譲渡の詳細については、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務諸表 注記事項

(重要な後発事象)」に記載のとおりであります。 

  

（トーカイ開発㈱の経営支援に関する事項） 

当社及び子会社トーカイ開発㈱は平成19年８月31日開催の取締役会において、下記のとおり、トーカイ開発㈱の民

事再生手続き開始の申請を行うにあたり経営支援企業と契約し再生を図ることを決議し、平成19年8月31日付で経営

支援に関する契約書を締結いたしました。 

経営支援の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 経営支援の相手先 

 ㈱アコーディア・ゴルフ（東京都渋谷区渋谷二丁目15番１号） 

(2) 事業譲渡の日 

 平成20年３月１日（予定） 

(3) 対象となる連結子会社の名称、事業内容 

 会社名 トーカイ開発㈱（岐阜県岐阜市若宮町９丁目16番地） 

 資本金 100百万円（平成19年9月30日現在） 

 事業内容 ゴルフ場及びスキー場の経営 



(4) 事業譲渡するゴルフ場（予定） 

 瑞浪トーカイカントリークラブ（岐阜県瑞浪市釜戸町上桑原4605） 

 上宝トーカイカントリークラブ（岐阜県高山市上宝町荒原803） 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間において完了した重要な設備の新設等

は、以下のとおりであります。 

(注)  上記の金額には、消費税等の金額は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

投資額

（百万円） 
資金調達

方法 
完了年月 備考 

提出会社 
三重工場 

三重県 
松阪市 

健康生活

サービス 
洗濯工場 933

自己資金

及び借入金
平成19年６月 

建 物・機

械の新設 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 17,270,673 17,270,673
名古屋証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 17,270,673 17,270,673 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 17,270,673 ― 7,782 ― 2,842



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)の所有株式は、すべて信託業務に係るものであります。 

  

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、名義人以外から株券喪失登録のあった株式が1,000株含まれており、当該

株式に係る議決権10個は議決権の数に含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

㈲小野木興産 岐阜県岐阜市九重町三丁目15番地 2,815 16.30

日本トラステイ・サービス信託
銀行㈱(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 715 4.14

㈱大垣共立銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱） 

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地
（東京都中央区晴海一丁目８番12号） 

710 4.11

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 705 4.08

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 704 4.08

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 671 3.89

トーカイ共友会 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 594 3.44

小野木孝二 岐阜県岐阜市 530 3.07

㈱北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目2番26号 525 3.04

三菱ＵＦＪリース㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号 384 2.22

計 ― 8,358 48.39

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

78,500 
― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 

17,800 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

17,157,700 171,577 
― 

単元未満株式 
普通株式 

16,673 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 17,270,673 ― ― 

総株主の議決権 ― 171,577 ― 



  
② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱トーカイ 

岐阜県岐阜市若宮町九丁目
16番地 

78,500 ― 78,500 0.45

(相互保有株式) 
㈲山本綿業 

三重県松阪市駅部田町201
番地 

17,800 ― 17,800 0.10

計 ― 96,300 ― 96,300 0.56

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,432 1,310 1,000 1,050 988 1,060

最低(円) 1,200 970 810 860 906 940



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、

並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９

月30日まで)の中間連結財務諸表及び、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表

について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２  12,550 9,878   12,983 

２ 受取手形及び売掛金 ※４  11,922 12,351   12,297 

３ 有価証券    29 29   29 

４ たな卸資産    3,235 3,050   3,311 

５ 繰延税金資産    1,515 1,704   1,441 

６ その他    286 409   272 

貸倒引当金    △114 △97   △100 

流動資産合計    29,425 44.4 27,327 46.0   30,235 44.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物 ※２ 7,930   6,572 8,230   

(2) 機械装置及び運搬
具   1,972   1,423 1,905   

(3) 土地 ※２ 11,471   9,250 11,541   

(4) コース勘定   3,290   1,584 3,290   

(5) その他   1,443 26,108 1,009 19,839 1,217 26,184 

２ 無形固定資産          

(1) のれん ※５ 787   1,183 1,079   

(2) その他   500 1,288 464 1,648 690 1,770 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 5,050   4,877 5,128   

(2) 繰延税金資産   1,372   2,727 1,081   

(3) その他   3,617   3,082 3,081   

貸倒引当金   △569 9,470 △79 10,608 △80 9,211 

固定資産合計    36,867 55.6 32,095 54.0   37,166 55.1

資産合計    66,293 100.0 59,423 100.0   67,401 100.0

           



      

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※2,4  9,631 9,723   10,122 

２ 短期借入金 ※２  5,775 6,633   5,036 

３ 一年内償還社債 ※２  240 240   240 

４ 未払法人税等    788 954   766 

５ 賞与引当金    974 1,010   958 

６ 役員賞与引当金    27 19   41 

７ その他    3,883 3,386   3,532 

流動負債合計    21,321 32.2 21,968 36.9   20,698 30.7

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２  2,390 3,150   3,270 

２ 長期借入金 ※２  4,841 4,180   4,224 

３ 退職給付引当金    1,127 1,192   1,163 

４ 役員退職慰労引当金    980 1,016   1,007 

５ 預り保証金    11,734 11,532   11,476 

６ その他    2,658 1,551   2,502 

固定負債合計    23,732 35.8 22,624 38.1   23,643 35.1

負債合計    45,053 68.0 44,592 75.0   44,341 65.8

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    7,782 11.7 7,782 13.1   7,782 11.6

２ 資本剰余金    2,844 4.3 4,336 7.3   4,336 6.4

３ 利益剰余金    2,535 3.8 1,202 2.0   3,895 5.8

４ 自己株式    △7 △0.0 △106 △0.2   △106 △0.2

株主資本合計    13,155 19.8 13,214 22.2   15,907 23.6

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    1,549 2.3 1,332 2.3   1,502 2.2

２ 土地再評価差額金    959 1.5 ― ―   959 1.4

評価・換算差額等 
合計    2,508 3.8 1,332 2.3   2,461 3.6

Ⅲ 少数株主持分    5,576 8.4 283 0.5   4,691 7.0

純資産合計    21,239 32.0 14,830 25.0   23,060 34.2

負債純資産合計    66,293 100.0 59,423 100.0   67,401 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    37,118 100.0 38,485 100.0   75,625 100.0

Ⅱ 売上原価    28,319 76.3 29,903 77.7   57,798 76.4

売上総利益    8,798 23.7 8,581 22.3   17,827 23.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  6,192 16.7 6,451 16.8   12,559 16.6

営業利益    2,605 7.0 2,130 5.5   5,268 7.0

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   11   17 25   

２ 受取配当金   40   53 66   

３ 預り保証金償却差額   52   43 109   

４ 助成金収入   14   5 34   

５ デリバティブ評価益   2   ― ―   

６ その他   133 253 0.7 183 302 0.8 342 579 0.7

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   89   95 179   

２ 社債発行費   21   ― 39   

３ その他   22 133 0.4 32 127 0.3 83 302 0.4

経常利益    2,726 7.3 2,305 6.0   5,544 7.3

Ⅵ 特別利益          

１ 前期損益修正益 ※２ 0   ― ―   

２ 固定資産売却益 ※３ 1   0 131   

３ 投資有価証券売却益   13   ― 13   

４ 貸倒引当金戻入益   0   2 45   

５ その他   ― 16 0.1 ― 3 0.0 0 190 0.2

Ⅶ 特別損失          

１ 前期損益修正損 ※４ 21   ― 21   

２ 固定資産売却損 ※５ 0   0 18   

３ 固定資産除却損 ※６ 180   47 316   

４ 投資有価証券売却損   0   0 ―   

５ 投資有価証券評価損   0   0 0   

６ 減損損失 ※７ ―   7,276 19   

７ 災害損失   28   ― 28   

８ 事業再編損失   ―   114 ―   

９ その他   ― 231 0.6 23 7,462 19.4 0 404 0.5
税金等調整前中間(当
期)純利益又は税金等
調整前中間純損失(△) 

   2,511 6.8 △5,153 △13.4   5,330 7.0

法人税、住民税及び事
業税   751   942 1,544   

法人税等調整額   415 1,166 3.2 △2,551 △1,608 △4.2 805 2,350 3.1

少数株主利益    326 0.9 12 0.0   536 0.7
中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)    1,018 2.7 △3,557 △9.2   2,443 3.2

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,782 2,842 1,887 △17 12,494 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △65   △65 

 役員賞与（注）     △63   △63 

 中間純利益     1,018   1,018 

 自己株式の取得       △0 △0 

 自己株式の処分   2   10 12 

 土地再評価差額金取崩     △241   △241 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) － 2 648 10 661 

平成18年９月30日残高(百万円) 7,782 2,844 2,535 △7 13,155 

  
評価・換算差額等

少数株主
持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,934 717 2,652 5,274 20,420 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △65 

 役員賞与（注）         △63 

 中間純利益         1,018 

 自己株式の取得         △0 

 自己株式の処分         12 

 土地再評価差額金取崩   241 241   － 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △385 － △385 301 △83 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △385 241 △144 301 818 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,549 959 2,508 5,576 21,239 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 7,782 4,336 3,895 △106 15,907 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △68   △68 

 中間純損失     △3,557   △3,557 

 連結子会社減少に伴う変動額     △25   △25 

 自己株式の取得       △0 △0 

 土地再評価差額金取崩     959   959 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― △2,692 △0 △2,692 

平成19年９月30日残高(百万円) 7,782 4,336 1,202 △106 13,214

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,502 959 2,461 4,691 23,060 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △68 

 中間純損失         △3,557 

 連結子会社減少に伴う変動額         △25 

 自己株式の取得         △0 

 土地再評価差額金取崩   △959 △959   ― 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △169 ― △169 △4,407 △4,577 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △169 △959 △1,128 △4,407 △8,229 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,332 ― 1,332 283 14,830 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,782 2,842 1,887 △17 12,494 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行   1,491     1,491 

 剰余金の配当（注）     △65   △65 

 剰余金の配当     △65   △65 

 役員賞与（注）     △63   △63 

 当期純利益     2,443   2,443 

 自己株式の取得       △99 △99 

 自己株式の処分   2   10 12 

 土地再評価差額金取崩     △241   △241 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) － 1,493 2,008 △88 3,413 

平成19年３月31日残高(百万円) 7,782 4,336 3,895 △106 15,907 

  
評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,934 717 2,652 5,274 20,420 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行         1,491 

 剰余金の配当（注）         △65 

 剰余金の配当         △65 

 役員賞与（注）         △63 

 当期純利益         2,443 

 自己株式の取得         △99 

 自己株式の処分         12 

 土地再評価差額金取崩   241 241   － 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △432 － △432 △582 △1,015 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △432 241 △191 △582 2,639 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,502 959 2,461 4,691 23,060 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間(当期)純利益又は税金等

調整前中間純損失(△)  
  2,511 △5,153 5,330 

減価償却費   806 838 1,631 

減損損失   ― 7,276 19 

のれん償却額   117 180 272 

貸倒引当金の増減額(減少:△)   △8 △2 △511 

賞与引当金の増減額(減少:△)   52 74 37 

役員賞与引当金の増減額(減少:△)   27 △21 41 

退職給付引当金の増減額(減少:△)   △1,274 28 △1,238 

役員退職慰労引当金の増減額(減少:△)   19 22 45 

受取利息及び受取配当金   △51 △70 △92 

支払利息   89 95 179 

デリバティブ評価損益(評価益:△)   △2 0 △3 

社債発行費   21 ― 39 

固定資産売却損益(売却益:△)   △0 △0 △113 

固定資産除却損   180 47 316 

投資有価証券売却損益(売却益:△)   △13 0 △13 

投資有価証券評価損   0 0 0 

売上債権の増減額(増加:△)   △97 △234 16 

たな卸資産の増減額(増加:△)   △12 210 △88 

仕入債務の増減額(減少:△)   234 △230 725 

退職給付制度移行未払金の増減額（減少：

△） 
  1,090 △236 1,035 

その他の流動負債の増減額(減少:△）   303 191 368 

その他(純額)   △12 △75 △88 

小計   3,980 2,939 7,912 

利息及び配当金の受取額   47 64 83 

利息の支払額   △74 △92 △159 

法人税等の還付額   0 38 0 

法人税等の支払額   △1,066 △784 △1,885 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,887 2,166 5,951 



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △292 △1,297 △1,703 

定期預金の払戻による収入   316 1,397 549 

有価証券の取得による支出   △29 △29 △29 

有価証券の償還による収入   19 29 19 

有形固定資産の取得による支出   △892 △1,595 △2,181 

有形固定資産の売却による収入   35 3 179 

投資有価証券の取得による支出   △34 △10 △165 

投資有価証券の売却による収入   17 3 18 

連結子会社株式の追加取得による支出   △3 △4,456 △14 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却

による支出 
  ― △27 ― 

貸付けによる支出   △58 △120 △58 

貸付金の回収による収入   45 5 49 

その他(純額)   △169 △92 △499 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,044 △6,190 △3,835 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額（純額）   △443 1,683 △408 

長期借入れによる収入   600 1,100 1,200 

長期借入金の返済による支出   △1,082 △1,227 △3,073 

社債の発行による収入   978 ― 1,960 

社債の償還による支出   △1,070 △120 △1,190 

自己株式の取得又は売却による収支(純額)   27 △0 △71 

配当金の支払額   △64 △68 △129 

少数株主への配当金の支払額   △17 △2 △17 

会員預託金の減少による支出   △79 △85 △190 

割賦未払金の返済による支出   △350 △174 △604 

その他(純額)   ― ― △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,499 1,105 △2,526 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1 9 3 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△)   345 △2,909 △405 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,896 11,490 11,896 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 12,241 8,581 11,490 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 13社 

 連結子会社名 

①大豊商事㈱ 

②㈱トーカイ(四国) 

③㈱プレックス 

④トーカイフーズ㈱ 

⑤㈱サン・シング東海 

⑥たんぽぽ薬局㈱ 

⑦㈱レインボー薬局 

⑧㈱ティ・アシスト 

⑨㈱リースキンサポート 

⑩トーカイ開発㈱ 

⑪㈱日本情報マート 

⑫岐阜商事㈱ 

⑬新八幡木工㈱ 

  

連結子会社たんぽぽ薬

局㈱は、平成18年７月1

日付で連結子会社㈱高山

調剤センターを吸収合併

しております。 

(1) 連結子会社の数 11社 

 連結子会社名 

①㈱トーカイ(四国) 

②㈱プレックス 

③トーカイフーズ㈱ 

④㈱サン・シング東海 

⑤たんぽぽ薬局㈱ 

⑥㈱ティ・アシスト 

⑦㈱リースキンサポート 

⑧トーカイ開発㈱ 

⑨㈱日本情報マート 

⑩岐阜商事㈱ 

⑪新八幡木工㈱ 

  

  

  

連結子会社㈱トーカイ

(四国)は、平成19年８月

17日付で連結子会社大豊

商事㈱を吸収合併してお

ります。 

また、連結子会社であ

った㈱レインボー薬局

は、保有株式の売却に伴

い当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除外し

ております。 

(1) 連結子会社の数 13社 

連結子会社名 

①大豊商事㈱ 

②㈱トーカイ(四国) 

③㈱プレックス 

④トーカイフーズ㈱ 

⑤㈱サン・シング東海 

⑥たんぽぽ薬局㈱ 

⑦㈱レインボー薬局 

⑧㈱ティ・アシスト 

⑨㈱リースキンサポート 

⑩トーカイ開発㈱ 

⑪㈱日本情報マート 

⑫岐阜商事㈱ 

⑬新八幡木工㈱ 

  

連結子会社たんぽぽ薬

局㈱は、平成18年７月1

日付で連結子会社㈱高山

調剤センターを吸収合併

しております。 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称 

①㈲玉藻リネンサービス 

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

①㈲玉藻リネンサービス 

(2) 主要な非連結子会社の

名称 

①㈲玉藻リネンサービス 

  (連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

であります。 

(連結の範囲から除いた

理由) 

   同左 

(連結の範囲から除いた

理由) 

非連結子会社は、小規

模会社であり、総資産、

売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないためでありま

す。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社はありません。 

(1)  同左 (1)  同左 

  (2) 持分法適用の関連会社

はありません。 

  

(2)  同左 (2)  同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) 持分法を適用してい

ない主要な非連結子会

社及び関連会社 

 非連結子会社 

①㈲玉藻リネンサービ

ス 

(3) 持分法を適用してい

ない主要な会社等の名

称 

非連結子会社 

①㈲玉藻リネンサービ

ス 

(3) 持分法を適用してい

ない主要な会社等の名

称 

非連結子会社 

①㈲玉藻リネンサービ

ス 

  (持分法の適用から除い

た理由) 

 上記会社は、中間純

損 益（持 分 に 見 合 う

額）及 び 利 益 剰 余 金

（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対

象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影

響 が 軽 微 で あ り、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

(持分法の適用から除い

た理由) 

  非連結子会社及び関

連会社は、中間純損益

（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に

見 合 う 額）等 か ら み

て、持分法の対象から

除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体

としても重要性がない

ため、持分法の適用範

囲から除外しておりま

す。 

(持分法の適用から除い

た理由) 

 非連結子会社及び関

連会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に

見 合 う 額）等 か ら み

て、持分法の対象から

除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体とし

ても重要性 がないた

め、持分法の適用範囲

から除外しておりま

す。 

３ 連結子会社の中

間決算日(決算日)

等に関する事項 

 連結子会社の中間決算

日は、すべて中間連結決

算日と一致しておりま

す。 

   同左  連結子会社の決算日

は、すべて連結決算日と

一致しております。 

４ 会計処理基準に

関する事項 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …償却原価法(定額

法) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

  時価のないもの 

  …移動平均法に基づ

く原価法 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …同左 

  

  

  

  

  

  

  時価のないもの 

  …同左 

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

 ①有価証券 

  満期保有目的債券 

  …同左 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定してお

ります。) 

  時価のないもの 

  …同左 

  

  

 ②デリバティブ 

  …時価法 

 ②デリバティブ 

  …同左 

 ②デリバティブ 

  …同左 

   ③たな卸資産 

  …主として移動平均

法に基づく原価法 

  

 ③たな卸資産 

  …同左 

 ③たな卸資産 

  …同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …定額法 

  その他の有形固定資

産 

  …定率法 

   ただし、連結子会

社のゴルフ場設備

及びスキー場設備

は、定額法を採用

しております。 

   主な耐用年数は以

下のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

３～17年 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …定額法 

  その他の有形固定資

産 

  …定率法 

   ただし、連結子会

社のゴルフ場設備

及びスキー場設備

は、定額法を採用

しております。 

   主な耐用年数は以

下のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

３～17年 

 （会計方針の変更） 

  当社及び連結子会社

は、法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計

期間より平成19年４月

１日以降に取得した有

形固定資産について

は、改正後の法人税法

に基づく方法に変更し

ております。 

  これに伴い、前中間

連結会計期間と同一の

方法によった場合と比

べ、営業利益、経常利

益はそれぞれ20百万円

減少し、税金等調整前

中間純損失は20百万円

増加しております。な

お、セグメント情報に

与える影響について

は、当該箇所に記載し

ております。 

（追加情報） 

  当社及び連結子会社

は、法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計

期間より平成19年３月

31日以前に取得した有

形固定資産について

は、償却可能限度額ま

での償却が終了した翌

年から５年間で均等償

却する方法によってお

ります。 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

  …定額法 

  その他の有形固定資

産 

  …定率法 

   ただし、連結子会

社のゴルフ場設備

及びスキー場設備

は、定額法を採用

しております。 

   主な耐用年数は以

下のとおりです。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

3～17年 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

      これに伴い、前中間

連結会計期間と同一の

方法によった場合と比

べ、営業利益、経常利

益はそれぞれ38百万円

減少し、税金等調整前

中間純損失は38百万円

増加しております。 

  

  ②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法 

②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …同左 

  

②無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

  …同左 

  

  (3) 重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

    同左 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

 ①貸倒引当金 

    同左 

   ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞

与に充てるため、支給

見込額のうち当中間連

結会計期間の負担額を

計上しております。 

 ②賞与引当金 

    同左 

 ②賞与引当金 

  従業員に支給する賞

与に充てるため、支給

見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上

しております。 

   ③役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備

えるため、当連結会計

年度における支給見込

額の当中間連結会計期

間負担額を計上してお

ります。 

 （会計方針の変更） 

  当中間連結会計期間

より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用し

ております。 

  この結果、従来の方

法 に 比 べ て、営 業 利

益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益は

27百万円減少しており

ます。なお、セグメン

ト情報に与える影響

は、当該箇所に記載し

ております。 

 ③役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備

えるため、当連結会計

年度における支給見込

額の当中間連結会計期

間負担額を計上してお

ります。 

 ③役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備

えるため、当連結会計

年度における支給見込

額に基づき計上してお

ります。 

  

 (会計方針の変更) 

  当連結会計年度より

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準

第４号）を適用してお

ります。 

  この結果、従来の方

法 に 比 べ て、営 業 利

益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益

は、それぞれ41百万円

減少しております。 

  なお、セグメント情

報に与える影響は、当

該箇所に記載しており

ます。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ④退職給付引当金 

  一部の連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

  また、当社において執

行役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

 ④退職給付引当金 

  一部の連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

  また、当社において執

行役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

 ④退職給付引当金 

  一部の連結子会社の従

業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しており

ます。 

  また、当社において執

行役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上し

ております。 

  

  

  

  （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準委員

会 平成14年１月31日

企業会計基準適用指針第

１号）を適用しておりま

す。 

  なお、確定拠出年金制

度への移換額1,318百万

円は、６年間で移換する

こととしており、当中間

連結会計期間末の未移換

額1,090百万円は未払金

（流動負債「その他」）

及び長期未払金（固定負

債「その他」）に計上し

ております。 

  （追加情報） 

  当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準委員

会 平成14年１月31日

企業会計基準適用指針第

１号）を適用しておりま

す。 

  なお、確定拠出年金制

度への移換額1,318百万

円は、６年間で移換する

こととしており、当連結

会計年度末の未移換額

1,035百万円は未払金

（流動負債「その他」）

及び長期未払金（固定負

債「その他」）に計上し

ております。 

   ⑤役員退職慰労引当金 

    当社及び一部の連結子

会社は、役員退職慰労金

の支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

 ⑤役員退職慰労引当金 

   同左 

  

 ⑤役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結子

会社は、役員退職慰労金

の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額

を計上しております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。 

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

   同左 

  

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。 

  (5) 重要なリース取引の

処理方法 

  リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

   同左 

(5) 重要なリース取引の

処理方法 

   同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについ

て特例処理によってお

ります。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

  …金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

  …変動金利借入金 

 ③ヘッジ方針 

  金利スワップ取引

で、変動金利を固定化

することにより将来の

金利上昇リスクを回避

するものであります。 

 ④ヘッジ有効性の評価 

  特例処理の要件を充

足しているため、ヘッ

ジ有効性の評価を省略

しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

  …同左 

  ヘッジ対象 

  …同左 

 ③ヘッジ方針 

   同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性の評価 

   同左 

(6) 重要なヘッジ会計の

方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

   同左 

  

  

 ②ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  ヘッジ手段 

  …同左 

  ヘッジ対象 

  …同左 

 ③ヘッジ方針 

   同左 

  

  

  

  

 ④ヘッジ有効性の評価 

   同左 

  (7) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

  消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。 

  ただし、資産に係る

控除対象外消費税等

は、期間費用として処

理しております。 

(7) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

   同左 

  

  

  

  

  

  

(7) その他連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項 

 ①消費税等の会計処理

の方法 

  消費税及び地方消費

税の会計処理は税抜方

式によっております。 

  ただし、資産に係る

控除 対象外消費 税等

は、発生連結会計年度

の期間費用としており

ます。 



  

  
  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

   同左    同左 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日））及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日））を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は15,663百万円でありま

す。 

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づき作成しておりま

す。 

―――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日））

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日））を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は18,369百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則に基

づき作成しております。 

  

―――――― ―――――― （企業結合に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成17年12月27日）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成18年12

月22日）を適用しております。 



表示方法の変更 

  

  
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、「連結調整勘

定」並びに無形固定資産の「その他」に含めて表示し

ていた営業権は、当中間連結会計期間より「のれん」

として表示しております。 
  
前中間連結会計期間まで、旧有限会社法に規定する

有限会社に対する出資持分は、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、会社法及

び会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

第２条第２項により、その持分が有価証券とみなされ

ることとなったことから、当中間連結会計期間より投

資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示して

おります。 

なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に

含めた特例有限会社に対する出資持分は54百万円であ

ります。 

―――――― 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、「減価償却

費」に含めて表示しておりました営業権償却及び「連

結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間より「の

れん償却額」として表示しております。 

―――――― 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,657百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,914百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、21,297百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 
建物及び構築
物 

1,854百万円

土地 3,589百万円

投資有価証券 1,695百万円

合計 7,139百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

現金及び預金 500 百万円
建物及び構築
物 

505 百万円

土地 592 百万円

投資有価証券 1,743 百万円

合計 3,341 百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

現金及び預金 500百万円 
建物及び構築
物 

1,285百万円 

土地 657百万円 

投資有価証券 1,657百万円 

合計 4,100百万円 

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

102百万円

短期借入金 610百万円

長期借入金 5,635百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 6,347百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

114 百万円

短期借入金 1,570 百万円

社債 990 百万円

（一年内償還社債を含む） 

長期借入金 2,624 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 5,298 百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 
支払手形及び
買掛金 

109 百万円

短期借入金 805 百万円

社債 560 百万円

（一年内償還社債を含む） 

長期借入金 1,824 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 3,299 百万円



  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員 

1人 1 百万円

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員

1人 1百万円

 ３ 保証債務 

(1) ㈱トーカイ従業員の金融機関等

からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

㈱トーカイ従業員 

1人 1百万円 

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

  215百万円

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

  139百万円

(2) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

し、債務保証を行っております。 

174 百万円 

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 100百万円

その他(１社) 1百万円

合計 319百万円

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 79百万円

その他(１社) 0百万円

合計 220百万円

(3) 連結会社以外の会社の金融機関

等からの借入に対し、債務保証を

行っております。 

シーシーエヌ㈱ 90百万円 

その他（１社） 0百万円 

合計 267百万円 

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

  なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会計

期間末日の残高に含まれておりま

す。 

受取手形 80百万円

支払手形 258百万円

※４ 中間連結会計期間末日の満期

手形の処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

  なお、当中間連結会計期間の末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会計

期間末日の残高に含まれておりま

す。 

受取手形 62百万円

支払手形 111百万円

※４ 当連結会計年度末日の満期手

形の処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

  なお、当連結会計年度の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が連結会計年度末日の

残高に含まれております。 

  

  

受取手形 89百万円 

支払手形 301百万円 

※５ のれん及び負ののれんの表示 

  のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の金額

は次のとおりであります。 

のれん 834百万円

負ののれん 47百万円

 差引 787百万円

※５ のれん及び負ののれんの表示 

  のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の金額

は次のとおりであります。 

のれん 1,217百万円

負ののれん 34 百万円

 差引 1,183百万円

※５ のれん及び負ののれんの表示 

  のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の金額

は次のとおりであります。 

のれん 1,119百万円 

負ののれん 40百万円 

差引 1,079百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 2百万円

給料手当 2,217百万円

賞与引当金繰入額 362百万円

退職給付費用 99百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

29百万円

役員賞与引当金繰
入額 

27百万円

福利厚生費 568百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 3百万円

給料手当 2,208百万円

賞与引当金繰入額 474百万円

退職給付費用 87百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

48百万円

役員賞与引当金繰
入額 

19百万円

福利厚生費 567百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

貸倒引当金繰入額 7百万円 

給料手当 4,779百万円 

賞与引当金繰入額 453百万円 

退職給付費用 173百万円 

役員退職慰労引当
金繰入額 

55百万円 

役員賞与引当金繰
入額 

41百万円 

福利厚生費 1,182百万円 

※２ 前期損益修正益の内訳 

過年度売掛金の修
正 

0 百万円

※２   ――――――  ※２   ――――――  

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

土地 0 百万円

投資その他の資産
(その他) 

1 百万円

合計 1 百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

  

※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 127 百万円 

その他 3 百万円 

合計 131 百万円 

※４ 前期損益修正損の内訳 

過年度保証金等償
却額の修正 

20 百万円

過年度売掛金の修
正 

1 百万円

合計 21 百万円

※４   ――――――  ※４ 前期損益修正損の内訳 

過年度保証金等償
却額の修正 

20 百万円 

その他 1 百万円 

合計 21 百万円 

※５ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 0 百万円

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

有形固定資産(そ
の他) 

0 百万円

合計 0 百万円

※５ 固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬
具 

0 百万円

  

※５ 固定資産売却損の内訳 

有形固定資産(そ
の他） 

14百万円 

その他 3百万円 

合計 18百万円 

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 158 百万円

機械装置及び運搬
具 

13 百万円

有形固定資産（そ
の他） 

7 百万円

無形固定資産（そ
の他） 

0 百万円

投資その他の資産
（その他） 

0 百万円

合計 180 百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 15 百万円

機械装置及び運搬
具 

7 百万円

有形固定資産（そ
の他） 

10 百万円

投資その他の資産
（その他） 

14 百万円

その他 0 百万円

合計 47 百万円

※６ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 261百万円 

機械装置及び運搬
具 

24百万円 

投資その他の資産
（その他） 

17百万円 

その他 12百万円 

合計 316百万円 

※７   ――――――  

  

  

  

  

  

※７ 減損損失の内訳等 

(1) 減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

① 用途 

 会員制サービス事業のスポーツ関

連施設及び遊休不動産等 

※７ 減損損失の内訳等 

(1) 減損損失を認識した資産グルー

プの概要 

① 用途 

 調剤サービス事業の調剤薬局施設 

  



  

  
次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ――――――  

  

② 種類及び場所 

 スポーツ関連施設は、ゴルフ場

「瑞浪トーカイカントリークラブ」

（岐阜県瑞浪市）「上宝トーカイカ

ントリークラブ」（岐阜県高山市）

及びスキー場「ホワイトピアたか

す」（岐阜県郡上市）の３施設につ

いて、遊休不動産は、岐阜県羽島市

他に保有する土地等について減損損

失を計上しました。 

② 種類及び場所 

 調剤薬局施設のうち、岐阜県不

破郡及び愛知県一宮市に保有する

店舗建物施設等の減損損失を計上

しました。  

  ③ 減損損失の内訳 

（スポーツ関連施設） 

（遊休不動産等） 

建物及び構築物 2,020百万円

機械装置及び運

搬具 
641百万円

土地 2,693百万円

コース勘定 1,705百万円

その他 213百万円

  計 7,274百万円

土地 1百万円

その他 0百万円

  計 1百万円

 合計 7,276百万円

③ 減損損失の内訳 

（不動産等） 

 建物及び構築物 14百万円

 その他 4百万円

  計 19百万円

  (2) 資産のグルーピングの方法 

 当社グループは、事業の区分をも

とに、概ね独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小の単位として、

主に事業所を単位として資産のグル

ーピングを行っております。 

 なお、減損損失を認識したスポー

ツ関連施設及び遊休不動産等につい

ては、それぞれ個別の物件毎にグル

ーピングしております。 

(3) 減損損失の認識に至った経緯 

スポーツ関連施設は、トーカイ開発

㈱の民事再生手続きの開始を受けて

譲渡先への譲渡予定価額まで減損損

失を認識しました。 

遊休不動産等は、継続的に地価が下

落している資産について減損損失を

認識しました。 

(4) 回収可能価額の算定方法 

 スポーツ関連施設の回収可能価額

は、譲渡先との経営支援に関する契

約書等により評価しています。 

 また、遊休不動産等の回収可能価

額は、正味売却価額により測定して

おり、固定資産税評価額を合理的に

調整した価格等を使用しておりま

す。 

(2) 資産のグルーピングの方法 

 当社グループは、事業の区分を

もとに、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位

として、主に事業所を単位として

資産のグルーピングを行っており

ます。 

 なお、減損損失を認識した不動

産等については、それぞれ個別の

物件毎にグルーピングしておりま

す。 

(3) 減損損失の認識に至った経緯 

 調剤薬局施設のうち、営業活動

から生ずる損益が継続してマイナ

スの施設について減損損失を認識

しました。 

  

  

(4) 回収可能価額の算定方法 

 調剤薬局施設の回収可能価額

は、閉店が見込まれる店舗は、閉

店までの営業キャッシュ・フロー

を見込んで算定しております。そ

の他の店舗は、将来キャッシュ・

フローの総額に基づき算定した価

格を使用しております。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）変動事由の概要 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 子会社の所有する親会社株式の処分 8千株（親会社の持分に相当する株式数） 

 単元未満株式の処分による減少   0千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期末 
株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 16,299 － － 16,299 

合計 16,299 － － 16,299 

自己株式         

 普通株式(注) 16 0 8 7 

合計 16 0 8 7 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 65 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総
額(百万円) 

配当の
原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月20日 
取締役会 

普通株式 65 利益剰余金 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月12日 



Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）変動事由の概要 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間 
末株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式 17,270 － － 17,270 

合計 17,270 － － 17,270 

自己株式         

 普通株式(注) 78 0 － 78 

合計 78 0 － 78 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 68 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総
額(百万円) 

配当の
原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月14日 
取締役会 

普通株式 68 利益剰余金 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日 



Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の変動理由の概要 

 当社を完全親会社とし、たんぽぽ薬局㈱を完全子会社とする株式交換により、平成18年10月１日付で株式交換日現在のた

んぽぽ薬局㈱の株主名簿記載の株主に対して、当社の普通株式971,000株を新たに発行し、割当交付したことによる増加で

あります。 

２ 自己株式の変動事由の概要 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 市場買付による増加        70千株 

 単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 子会社の所有する親会社株式の処分 8千株（親会社の持分に相当する株式数） 

 単元未満株式の処分による減少   0千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

前へ   次へ 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式         

 普通株式(注1) 16,299 971 － 17,270 

合計 16,299 971 － 17,270 

自己株式         

 普通株式(注2) 16 70 8 78 

合計 16 70 8 78 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 65 4.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月20日 
取締役会 

普通株式 65 4.00 平成18年９月30日 平成18年12月12日 

決議 
株式の 
種類 

配当金の総
額(百万円) 

配当の
原資 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 68 利益剰余金 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 12,550 百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△309 百万円

現金及び 
現金同等物 

12,241 百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成19年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 9,878 百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△1,297 百万円

現金及び 
現金同等物 

8,581 百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 12,983百万円 

預入期間が３か月
を超える定期預金 

△1,493百万円 

現金及び
現金同等物 

11,490 百万円 



(リース取引関係)  

  

  
前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

  減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 

  
13 

  
7

機械装置 
及び 
運搬具 

592 
  

272 
  

319

有形固定 
資産（そ
の他） 

2,156 
  

994 
  

1,162

無形固定
資産（そ
の他） 

339 
  

150 
  

189

合計 3,109 
  

1,430 
  

1,678

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 17 4

機械装置 
及び 
運搬具 

550 251 299

有形固定 
資産（そ
の他） 

2,196 984 1,212

無形固定
資産（そ
の他） 

478 185 292

合計 3,247 1,437 1,809

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  期末残高
  

相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 21 15 

  
6

機械装置
及び 
運搬具 

537 252 
  

284

有形固定
資産（そ
の他） 

2,182 989 
  

1,193

無形固定
資産（そ
の他） 

481 131 
  

349

合計 3,222 1,389 
  

1,833

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

 (注) 同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 515百万円

１年超 1,163百万円

合計 1,679百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 585百万円

１年超 1,224百万円

合計 1,809百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 568百万円 

１年超 1,264百万円 

合計 1,833百万円 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 (注) 同左  (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 303百万円

減価償却費相当額 303百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 329百万円

減価償却費相当額 329百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 609百万円 

減価償却費相当額 609百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 有価証券について0百万円(その他有価証券で時価のある株式0百万円)減損処理を行っており、減損処理後の金額を取得原価

としております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。 

(3) その他有価証券で時価のないもの 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 有価証券について0百万円(その他有価証券で時価のある株式0百万円)減損処理を行っており、減損処理後の金額を取得原価

としております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 29 29 △0

合計 29 29 △0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

①株式 1,792 4,171 2,378

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 47 △7

③その他 171 219 47

合計 2,029 4,449 2,419

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①非上場株式 512

②投資事業有限責任組合への出資金 8

合計 520

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 29 29 △0

合計 29 29 △0

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

①株式 1,902 3,975 2,072

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 50 △4

③その他 182 230 47

合計 2,149 4,265 2,116



  

(3) その他有価証券で時価のないもの 

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 有価証券について0百万円(その他有価証券で時価のある株式0百万円)減損処理を行っており、減損処理後の金額を取得原価

としております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。 

(3) その他有価証券で時価のないもの 

  

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

①非上場株式 535

②投資事業有限責任組合への出資金 1

合計 536

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価（百万円） 差額(百万円) 

金融債 29 29 0

合計 29 29 0

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

①株式 1,916 4,229 2,312

②債券  

国債・地方債等 9 10 0

社債 54 49 △5

③その他 177 236 59

合計 2,158 4,524 2,366

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式 515

②投資事業有限責任組合への出資金 7

合計 522



(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(注) 時価の算定方法については、先物為替相場によっております。 

  

前へ     

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 89 91 2

  買建 米ドル 89 86 △2

合計 178 178 0

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 44 43 △0

  買建 米ドル 44 45 1

合計 89 89 0

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 為替予約取引   

  売建 米ドル 66 65 △1

  買建 米ドル 66 68 2

合計 133 134 1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

17,434 10,895 4,994 650 3,142 37,118 ― 37,118

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

161 0 176 21 1 361 (361) ―

計 17,596 10,895 5,171 672 3,143 37,479 (361) 37,118

営業費用 15,494 10,236 4,758 784 3,007 34,281 230 34,512

営業利益又は営業損失
(△) 

2,101 658 412 △111 136 3,197 (591) 2,605

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

17,881 11,827 4,976 650 3,149 38,485 ― 38,485

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

31 0 254 16 1 304 (304) ―

計 17,913 11,827 5,230 666 3,150 38,789 (304) 38,485

営業費用 16,497 10,955 4,846 776 3,001 36,077 277 36,355 

営業利益又は営業損失
(△) 

1,416 872 384 △109 149 2,712 (581) 2,130

  
健康生活 
サービス 
(百万円) 

調剤 
サービス 
(百万円) 

環境
サービス 
(百万円) 

会員制
サービス 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高        

(1) 外部顧客に対
する売上高 

34,717 22,490 10,048 1,549 6,819 75,625 ― 75,625

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

286 0 359 40 3 689 (689) ―

計 35,004 22,490 10,408 1,589 6,822 76,315 (689) 75,625

営業費用 31,109 21,026 9,628 1,641 6,448 69,855 502 70,357

営業利益又は営業損失
(△) 

3,894 1,464 779 △52 373 6,459 (1,191) 5,268



(注) １ 事業区分の方法 

当社は、提供するサービスの内容によって、快適な療養、生活をサポートする事業として「健康生活サービス」、調剤技術

を通じて地域医療をサポートする事業として「調剤サービス」、快適な空間づくりをサポートする事業として「環境サービ

ス」、快適な暮らしをサポートする事業として「会員制サービス」、上記以外の物品製造販売業務として「その他」に事業

区分しております。 

  

２ 各事業区分の主要サービスは、次のとおりであります。 

  

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の総務部門等管理部門に係る費用

であります。 

  

４ 会計処理方法の変更 

（前中間連結会計期間） 

役員賞与に関する会計基準の適用 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基

準 ③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更により、従来と同一の

方法を採用した場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「調剤サービス」が5百万円、「会員制サービス」が0百万

円、「その他」が13百万円、「消去又は全社」が8百万円増額し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加し

ております。 

  

（当中間連結会計期間） 

法人税法の改正に伴う減価償却方法の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 ①有形固定資産」に記載のとおり、当中間連結会計期間から法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更により、従来と

同一の方法を採用した場合と比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「健康生活サービス」が15百万円、「調剤サービ

ス」が0百万円、「環境サービス」が2百万円、「会員制サービス」が0百万円、「その他」が0百万円、「消去又は全社」

が1百万円増額し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加しております。 

 また、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額までの償却

が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。この変更により、従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、当中間連結会計期間の営業費用は「健康生活サービス」が23百万円、「調剤サービス」が0百万円、「環境サービ

ス」が3百万円、「会員制サービス」が11百万円、「その他」が0百万円、「消去又は全社」が0百万円増額し、営業利益

又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加しております。 

  

事業区分 売上区分 主要サービス 

健康生活サービス 

病院関連事業 
病院用寝具類・白衣のレンタル、医療関連商品の販売及び

レンタル、看護補助業務 

給食事業 病院等の給食の受託運営 

シルバー事業 
介護用品・機器等の販売及びレンタル、その他介護用品類

のレンタルに付随したサービス 

寝具・リネンサプラ

イ関連事業 

寝具類・寝装品類の販売及びレンタル、その他寝具類のレ

ンタルに付随したサービス 

クリーニング設備製

造事業 

クリーニング設備の製造及び販売 

その他 アクアクララ（水の宅配）、損害保険代理店 

調剤サービス 調剤薬局事業 調剤薬局の経営 

環境サービス 

リースキン事業 
リースキン商品・グリーンジョイ(人工樹木)商品の販売及

びレンタル、マット・モップ等の洗濯加工 

ビル清掃管理事業 建物の清掃及び管理、害虫駆除 

不動産賃貸事業 不動産賃貸 

会員制サービス 
スポーツ関連事業 ゴルフ場及びスキー場の経営 

情報提供事業 経営情報の提供 

その他 
商事業務事業 工具・工作機械の販売 

木製品製造事業 木製品の製造及び販売 

前中間連結会計期間 606 百万円

当中間連結会計期間 593 百万円

前連結会計年度 1,213 百万円



（前連結会計年度） 

役員賞与に関する会計基準の適用 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の計上基準 

③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更により、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、当連結会計年度の営業費用は「調剤サービス」が10百万円、「会員制サービス」が1百万円、「その

他」が13百万円、「消去又は全社」が17百万円増額し、営業利益又は営業損失がそれぞれ同額減少又は増加しておりま

す。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



(企業結合関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

共通支配下の取引等（株式交換によるたんぽぽ薬局㈱の完全子会社化） 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

たんぽぽ薬局㈱（事業の内容：調剤薬局の経営） 

(2) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(3) 結合後企業の名称 

たんぽぽ薬局㈱ 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

医療機関などからさまざまな業務のアウトソーシングを受託している当社及び調剤薬局を展開するたんぽぽ

薬局㈱は、顧客の一層の利便性向上と高付加価値サービスを提供するべく資本協力と情報共有につながる連携

強化を目的として、平成18年６月５日に株式交換契約を締結し、平成18年10月１日にて当社を完全親会社と

し、たんぽぽ薬局㈱を完全子会社とする株式交換を行いました。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

 本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号)に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

取得の対価 

取得に直接要した支出 

  

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

① 株式の種類及び交換比率 

普通株式 ㈱トーカイ 1：たんぽぽ薬局㈱ 1,000 

② 交換比率の算定方法 

当社及びたんぽぽ薬局㈱は、本株式交換にあたり第三者算定機関である野村證券㈱に株式交換比率の算定

を依頼し、その算定結果を参考にして協議を行った結果、上記のとおり合意いたしました。野村證券㈱は、

当社については市場株価平均法及びＤＣＦ法（ディスカウント・キャッシュフロー法）により、たんぽぽ薬

局㈱についてはＤＣＦ法及び類似会社比較法により分析を行い、その結果を総合的に勘案して株式交換比率

を算定いたしました。 

  

③ 交付株式数及びその評価額 

971,000株 1,491百万円 

当社の株式 1,491百万円

アドバイザリー費用 10百万円

取得原価 1,502百万円



  

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

① のれんの金額 418百万円 

② 発生原因 

当社株式は株式交換契約締結日（平成18年６月５日）の株価を基礎に評価を行い、たんぽぽ薬局㈱の純資

産（平成18年９月30日現在）との相殺消去の結果生じた差額をのれんとして認識しております。 

③ 償却の方法及び償却期間 

５年間の定額法による償却 

  

(4) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針 

該当事項はありません。 

  

(5) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

該当事項はありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注)１ １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 961.44円 １株当たり純資産額 846.16円 １株当たり純資産額 1,068.46円

１株当たり中間純利益
金額 

62.55円
１株当たり中間純損失
金額 

206.92円
１株当たり当期純利益
金額 

145.82円

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益金額又は中
間純損失金額（△）(百万円) 

1,018 △3,557 2,443 

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純
利益金額又は中間純損失金額
（△）(百万円) 

1,018 △3,557 2,443 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

16,285 17,192 16,758 

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 21,239 14,830 23,060 

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円) 

5,576 283 4,691 

 （うち、少数株主持分） (5,576) (283) (4,691)

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(百万円) 

15,663 14,547 18,369 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数(千株) 

16,292 17,192 17,192 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（たんぽぽ薬局㈱との株式交換に

関する事項） 

  当社は平成18年10月1日付け

で、たんぽぽ薬局㈱を当社の完

全子会社とする株式交換を実施

いたしました。 

  この株式交換により、資本剰

余金は1,491百万円増加し、資本

金は7,782百万円、資本剰余金は

4,334百万円、発行済株式総数は

17,270,673株となっておりま

す。株式交換の概要は、以下の

とおりであります。 

(1) 株式交換の内容 

  当社を完全親会社とし、たん

ぽぽ薬局㈱を完全子会社する株

式交換 

(2) 株式交換の日 

  平成18年10月１日 

(3) 株式交換の方法 

  株式交換日現在のたんぽぽ薬

局㈱の株主名簿記載の株主に対

して、当社は普通株式971,000株

を新たに発行し、割当交付いた

しました。 

(4) 株式交換比率 

(5) たんぽぽ薬局㈱の資産・負債の

状況（平成18年3月31日） 

(6) たんぽぽ薬局㈱の概要 

（平成18年３月31日現在） 

代表者 代表取締役社長 河原照忠 

資本金 693百万円 

住所 岐阜県岐阜市若宮町九丁目 

      16番地 

事業の内容 調剤薬局の運営 

業績（平成18年３月期） 

 売上高   19,282百万円 

 経常利益   1,753百万円 

 当期純利益  1,055百万円 

  当社 たんぽぽ薬局㈱ 

株式交換 

比率 
１ 1,000 

資産金額 

（百万円） 

負債金額 

（百万円） 

流動資産 5,652 流動負債 4,370

固定資産 2,874 固定負債  214

資産合計 8,526 負債合計 4,584

（岐阜商事㈱の株式譲渡に関する

事項） 

  当社は平成19年８月31日開催

の取締役会において、下記のと

おり、保有する岐阜商事㈱の全

株式譲渡を決議し、平成19年10

月22日付で株式譲渡契約書を締

結し、平成19年10月31日付で全

株式を譲渡いたしました。 

(1)株式譲渡の理由 

  当社グループのコアビジネス

である病院関連事業・調剤関連

事業をはじとするヘルスケア事

業へのグループ経営資源の集中

による強化、ならびに岐阜商事

㈱が譲渡先であるフルサト工業

㈱とのシナジー効果により着実

に成長すると判断し、譲渡を決

定したものであります。 

(2) 譲渡先 

 フルサト工業㈱ 

(3) 売却時期 

 平成19年10月31日 

(4) 対象となる連結子会社の名

称、事業内容 

 会社名 岐阜商事㈱ 

 資本金 10百万円 

    （平成19年9月30日現在） 

 持株比率 97.80% 

 事業内容 工具・工作機械の販売 

(5)売却する株式の数、売却損益及

び売却後の持株比率 

 売却する株式の数 136,918株 

 売却価格 2,948百万円 

 影響額 

  第53期（平成20年3月期）の業

績への影響は連結決算において

約13億円の売却益を見込んでお

ります。 

 売却後の持株比率 －%  

  

（大豊商事㈱の株式取得に関する

事項） 

  当社は平成19年６月21日開催

の取締役会において、下記のと

おり、大豊商事㈱の株式取得を

決議し、平成19年６月21日付で

株式取得を実施し完全子会社と

いたしました。 

(1) 株式取得の理由 

  当社グループでは、『清潔と

健康』を事業テーマに掲げ、健

康生活サービス事業を中核にシ

ルバー事業、病院関連事業、調

剤薬局事業などを推進しており

ますが、今後もこの分野では高

齢化社会の進展や医療機関から

のアウトソーシング事業の拡充

を背景に、持続的な成長を見込

んでおり、医療・介護分野にお

けるアウトソーシング・ビジネ

スのパイオニアを目指しており

ます。 

  このような事業分野において

更なる飛躍を遂げるためには、

相互に事業ノウハウが共有で

き、しかも規模の拡大と効率化

の推進が可能なパートナーとし

て大豊商事㈱の全株式を取得す

ることは、より一層の企業体質

強化を図ると共に企業価値の向

上を目指すこととなり、当社グ

ループにとって大きな戦力にな

るものと考えております。 

 (2) 株式を取得した会社の概要 

 ①商号  大豊商事㈱ 

 ②代表者 代表取締役 河野 猛 

 ③所在地 香川県高松市鍛冶屋町 

           1番地5 

 ④資本金 100百万円 

 ⑤事業の内容 不動産管理、その 

               他 

 ⑥事業の規模 売上高18百万円

（平成19年３月期） 

(3) 株式の取得先及び株式取得

日 

 主な取得先 河野恵子他２名 

   株式取得日 平成19年６月21日 



  

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (4) 取得した株式の数、取得価

額及び取得前後の所有 

 株式の状況 

 取得した株式の数 98,000株 

 取得価額 4,452百万円  

 当社の所有議決権数 

  異動前  102,000個 

  異動後  200,000個 

 当社の所有議決権割合 

  異動前    51.0％ 

  異動後   100.0％ 

(5) 大豊商事㈱の重要な子会社

の概要 

 ①商号  ㈱トーカイ 

 ②所在地 香川県高松市鶴市

町2025番地3 

 ③資本金 56百万円 

 ④事業の内容 

  シルバー事業、病院リネン

サプライ事業、病院給食 

  事業、ホテルリネンサプラ

イ事業、その他 

 ⑤事業の規模 売上高9,019百

万円(平成19年３月期) 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   3,617   936 3,489   

２ 受取手形 ※４ 362   310 357   

３ 売掛金   3,959   3,998 3,722   

４ たな卸資産   1,120   921 1,203   

５ 繰延税金資産   1,161   1,327 1,097   

６ その他   150   286 123   

貸倒引当金   △74   △56 △56   

流動資産合計    10,297 30.9 7,724 19.9   9,936 28.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 3,136   3,635 3,369   

(2) 土地 ※２ 4,737   5,022 4,726   

(3) その他   1,918   1,994 1,762   

  計   9,791   10,651 9,859   

２ 無形固定資産   266   361 420   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 3,867   3,752 3,857   

(2) 関係会社株式   6,817   12,776 8,320   

(3) 関係会社長期貸付
金   121   176 118   

(4) 繰延税金資産   774   2,052 441   

(5) 差入保証金   262   267 263   

(6) その他   1,701   1,188 1,203   

貸倒引当金   △534   △44 △44   

  計   13,008   20,169 14,159   

固定資産合計    23,066 69.1 31,182 80.1   24,439 71.1

資産合計    33,364 100.0 38,907 100.0   34,375 100.0

           



    

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   2,927   2,941 3,117   

２ 短期借入金 ※２ 4,243   6,036 3,436   

３ １年内償還社債 ※２ 240   240 240   

４ 未払金   2,318   1,898 1,793   

５ 未払法人税等   51   50 72   

６ 賞与引当金   345   354 353   

７ 役員賞与引当金   8   ― 17   

８ その他   294   296 302   

流動負債合計    10,429 31.3 11,818 30.4   9,333 27.1

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２ 2,390   3,150 3,270   

２ 長期借入金 ※２ 4,412   3,938 3,941   

３ 退職給付引当金   81   85 86   

４ 役員退職慰労引当金   165   187 171   

５ 関係会社整理損失引 
当金   ―   3,437 ―   

６ その他   1,635   1,212 1,498   

固定負債合計    8,685 26.0 12,010 30.8   8,968 26.1

負債合計    19,114 57.3 23,829 61.2   18,301 53.2

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    7,782 23.3 7,782 20.0   7,782 22.6

２ 資本剰余金          

 (1)資本準備金   2,842   2,842 2,842   

 (2)その他資本剰余金   ―   1,491 1,491   

 資本剰余金合計    2,842 8.5 4,334 11.2   4,334 12.6

３ 利益剰余金          

(1)その他利益剰余金          

固定資産圧縮積立 
金   25   64 65   

  別途積立金   761   761 761   

  繰越利益剰余金   1,768   1,337 2,246   

利益剰余金合計    2,555 7.7 2,163 5.6   3,073 9.0

４ 自己株式    △7 △0.0 △106 △0.3   △106 △0.3

株主資本合計    13,172 39.5 14,173 36.5   15,083 43.9

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券評価
差額金    1,077 3.2 905 2.3   990 2.9

評価・換算差額等合
計    1,077 3.2 905 2.3   990 2.9

純資産合計    14,249 42.7 15,078 38.8   16,073 46.8

負債純資産合計    33,364 100.0 38,907 100.0   34,375 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    15,202 100.0 15,735 100.0   30,431 100.0

Ⅱ 売上原価    9,967 65.6 10,957 69.6   20,116 66.1

売上総利益    5,234 34.4 4,777 30.4   10,314 33.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費    4,017 26.4 4,176 26.6   8,117 26.7

営業利益    1,217 8.0 601 3.8   2,197 7.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  278 1.8 343 2.2   389 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  102 0.6 94 0.6   233 0.8

経常利益    1,394 9.2 850 5.4   2,353 7.7

Ⅵ 特別利益    9 0.1 ― ―   181 0.6

Ⅶ 特別損失 ※３  162 1.1 3,489 22.2   259 0.8

税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

   1,241 8.2 △2,639 △16.8   2,275 7.5

法人税、住民税及び
事業税   22   24 44   

法人税等調整額   446 468 3.1 △1,822 △1,797 △11.5 874 918 3.0

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△)    773 5.1 △841 △5.3   1,356 4.5

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

資本準備金 資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産 

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 
平成18年３月31日残高 
(百万円) 7,782 2,842 2,842 26 761 1,089 1,877 △7 12,494 

中間会計期間中の変動額                   

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 （注）       △1   1 ―   ― 

 剰余金の配当（注）           △65 △65   △65 

 役員賞与（注）           △30 △30   △30 

 中間純利益           773 773   773 

 自己株式の取得               △0 △0 

 自己株式の処分               0 0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)                 ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― △1 ― 678 677 △0 677 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 7,782 2,842 2,842 25 761 1,768 2,555 △7 13,172 

  

評価・換算差額等 
純資産 

合計 
その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,330 1,330 13,824 

中間会計期間中の変動額       

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 （注）     ― 

 剰余金の配当（注）     △65 

 役員賞与（注）     △30 

 中間純利益     773 

 自己株式の取得     △0 

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △252 △252 △252 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △252 △252 424 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 1,077 1,077 14,249 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産

圧縮積立金

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 
平成19年３月31日残高 
(百万円) 7,782 2,842 1,491 4,334 65 761 2,246 3,073 △106 15,083 

中間会計期間中の変動額                     

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩         △0   0 ―   ― 

 剰余金の配当             △68 △68   △68 

 中間純損失             △841 △841   △841 

 自己株式の取得                 △0 △0 

 株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額(純
額) 

      
            ― 

中間会計期間中の変動額合
計(百万円) ― ― ― ― △0 ― △909 △910 △0 △910 

平成19年９月30日残高 
(百万円) 7,782 2,842 1,491 4,334 64 761 1,337 2,163 △106 14,173 

  

評価・換算差額等 
純資産 

合計 
その他有
価証券評
価差額金 

評 価・換
算差額等
合計 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 990 990 16,073 

中間会計期間中の変動額       

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩     ― 

 剰余金の配当     △68 

 中間純損失     △841 

 自己株式の取得     △0 

 株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額(純
額) 

△85 △85 △85 

中間会計期間中の変動額合
計(百万円) △85 △85 △995 

平成19年９月30日残高 
(百万円) 905 905 15,078 



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 
その他 

資本剰余金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 固定資産
圧縮積立金

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 7,782 2,842 ― 2,842 26 761 1,089 1,877 △7 12,494 

事業年度中の変動額                     

 新株の発行     1,491 1,491           1,491

 固定資産圧縮積立金の 
 積立         41   △41 ―   ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩（注）         △1   1 ―   ―

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩         △1   1 ―   ―

 剰余金の配当（注）             △65 △65   △65 

 剰余金の配当             △65 △65   △65 

 役員賞与（注）             △30 △30   △30 

 当期純利益             1,356 1,356   1,356 

 自己株式の取得                 △99 △99 

 自己株式の処分                 0 0 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                   ― 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 1,491 1,491 39 ― 1,157 1,196 △99 2,588 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 7,782 2,842 1,491 4,334 65 761 2,246 3,073 △106 15,083 

  

評価・換算差額等 
純資産 

合計 
その他有
価証券評
価差額金 

評 価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 1,330 1,330 13,824 

事業年度中の変動額       

 新株の発行     1,491 

 固定資産圧縮積立金の 
 積立     ― 

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩（注）     ― 

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩     ― 

 剰余金の配当（注）     △65 

 剰余金の配当     △65 

 役員賞与（注）     △30 

 当期純利益     1,356 

 自己株式の取得     △99 

 自己株式の処分     0 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △339 △339 △339 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △339 △339 2,248 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 990 990 16,073 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部純資産直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定して

おります。) 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

…同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定しており

ます。) 

     時価のないもの 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

   時価のないもの 

   …同左 

   時価のないもの 

   …同左 

  (2) デリバティブ 

   …時価法 

(2) デリバティブ 

   …同左 

(2) デリバティブ 

   …同左 

  (3) たな卸資産 

  商品 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

  資材及び貯蔵品 

   …移動平均法に基づ

く原価法 

(3) たな卸資産 

  商品 

   …同左 

  

  資材及び貯蔵品 

   …同左 

(3) たな卸資産 

  商品 

   …同左 

  

  資材及び貯蔵品 

   …同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …定額法 

  その他の有形固定資産 

   …定率法 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物  15～50年 

その他  3～20年 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …定額法 

  その他の有形固定資産 

   …定率法 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物  15～50年 

その他  3～20年 

（会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より

平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人

税法に基づく方法に変更

しております。 

(1) 有形固定資産 

  建物(建物附属設備を

除く) 

   …定額法 

  その他の有形固定資産 

   …定率法 

主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物  15～50年 

その他  3～20年 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

      これに伴い、前中間会

計期間と同一の方法のよ

った場合と比べ、営業利

益、経常利益はそれぞれ

18百万円減少し、税引前

中間純損失は18百万円増

加しております。 

（追加情報） 

  法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より

平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産に

ついては、償却可能限度

額までの償却が終了した

翌年から５年間で均等償

却する方法によっており

ます。 

  これに伴い、前中間会

計期間と同一の方法のよ

った場合と比べ、営業利

益、経常利益はそれぞれ

11百万円減少し、税引前

中間純損失は11百万円増

加しております。 

  

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …社内における利用

可能期間(５年)に

基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …同左 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利

用分) 

   …同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に

充てるため、支給見込額の

うち当中間会計期間の負担

額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に

充てるため、支給見込額の

うち当事業年度の負担額を

計上しております。 

  (3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備える

ため、当事業年度における

支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備える

ため、当事業年度における

支給見込額の当中間会計期

間負担額を計上することと

しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備える

ため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上し

ております。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号）を

適用しております。 

 この結果、従来の方法

に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前中間純

利益は8百万円減少して

おります。 

  （会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は

17百万円減少しておりま

す。  

  (4) 退職給付引当金 

 執行役員の退職金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

 執行役員の退職金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

 執行役員の退職金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

  （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準委員

会 平成14年１月31日

企業会計基準適用指針第

１号）を適用しておりま

す。 

 なお、確定拠出年金制

度への移換額1,318百万

円は、６年間で移換する

こととしており、当中間

会計期間末の未移換額

1,090百万円は、「未払

金」及び長期未払金（固

定負債「その他」）に計

上しております。 

  （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成18

年４月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度か

ら確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準委員

会 平成14年１月31日

企業会計基準適用指針第

１号）を適用しておりま

す。 

 なお、確定拠出年金制

度への移換額1,318百万

円は、６年間で移換する

こととしており、当事業

年度末の未移換額1,035

百万円は、「未払金」及

び長期未払金（固定負債

「その他」）に計上して

おります。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上

しております。 

  (6)    ―――――― (6) 関係会社整理損失引当 

 金 

 関係会社の整理に係る

損失に備えるため、関係

会社の財政状態及び経営

成績を勘案し、損失見込

額を計上しております。 

(6)    ―――――― 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

   同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

    同左     同左 

６ ヘッジ会計の方法 イ.ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

特例処理によっておりま

す。 

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対 

 象 

 ヘッジ手段 

   …金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

   …変動金利借入金 

ハ.ヘッジ方針 

  金利スワップ取引で、

変動金利を固定化するこ

とにより将来の金利上昇

リスクを回避するもので

あります。 

ニ.ヘッジ有効性の評価 

  特例処理の要件を充足

しているため、ヘッジ有

効性の評価を省略してお

ります。 

イ.ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対 

 象 

 ヘッジ手段 

   …同左 

 ヘッジ対象 

   …同左 

ハ.ヘッジ方針 

    同左 

  

  

  

  

ニ.ヘッジ有効性の評価 

    同左 

  

イ.ヘッジ会計の方法 

    同左 

  

  

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対 

 象 

 ヘッジ手段 

   …同左 

 ヘッジ対象 

   …同左 

ハ.ヘッジ方針 

    同左 

  

  

  

  

ニ.ヘッジ有効性の評価 

    同左 

  

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 ただし、資産に係る控除

対象外消費税等は、期間費

用として処理しておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺のうえ、

貸借対照表上流動負債の

「その他」に含めて表示し

ております。 

  

消費税等の会計処理 

    同左 

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ております。 

 ただし、資産に係る控除

対象外消費税等は、発生事

業年度の期間費用としてお

ります。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日））

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日））を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は14,249百万円であり、同

基準を適用した場合と同額でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき作成しております。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日））及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日））

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は16,073百万円でありま

す。 

なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸

表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則に基づき作成しており

ます。 

  

―――――― ―――――― （企業結合に関する会計基準） 

 当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７

号 平成17年12月27日）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成18年12月22

日）を適用しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、7,295百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、7,354百万円でありま

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、6,967百万円でありま

す。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 683 百万円

土地 186 百万円

投資有価証券 1,226 百万円

合計 2,097 百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 173 百万円

土地 152 百万円

投資有価証券 1,262 百万円

合計 1,588 百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次の

とおりであります。 

建物 947百万円

土地 186百万円

投資有価証券 1,140百万円

合計 2,275百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

短期借入金 200 百万円

長期借入金 1,694 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 1,894 百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

社債 990 百万円

（一年内償還社債を含む） 

短期借入金 880 百万円

長期借入金 2,421 百万円

(一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 4,291 百万円

 担保付債務は、次のとおりであ

ります。 

社債 560百万円

（一年内償還社債を含む） 

短期借入金 100百万円

長期借入金 1,611百万円

（一年内に返済する長期借入金を含

む) 

合計 2,271百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

㈱日本情報マート 265 百万円

㈱サン・シング東

海 
111 百万円

シーシーエヌ㈱ 100 百万円

トーカイフーズ㈱ 30 百万円

その他(１社) 1 百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

㈱日本情報マート 228 百万円

㈱サン・シング東

海 
96 百万円

シーシーエヌ㈱ 79 百万円

その他(１社) 0 百万円

 ３ 保証債務 

(1) 次の会社の銀行借入等について

保証を行っております。 

㈱日本情報マート 247 百万円 

トーカイフーズ㈱ 162 百万円 

㈱サン・シング東

海 
104 百万円 

シーシーエヌ㈱ 90 百万円 

その他(１社) 0 百万円 

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員 1人 1百万円

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員 1人 1百万円

(2) 当社従業員の銀行借入について

保証を行っております。 

当社従業員 1人 1百万円 

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  215 百万円

合計 727 百万円

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  139 百万円

合計 546 百万円

(3) 子会社であるトーカイ開発㈱の

ゴルフ会員権を購入する顧客のた

め、金融機関との提携ローンに対

する同社の保証債務について連帯

保証を行っております。 

  174百万円

合計 781百万円

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日の

残高に含まれております。 

受取手形 17百万円

※４ 中間会計期間末日の満期手形

の処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

  なお、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日の

残高に含まれております。 

受取手形 20百万円

※４ 当事業年度末日の満期手形の

処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。 

  なお、当事業年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の満

期手形が事業年度末日の残高に含

まれております。 

受取手形 23百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

Ⅰ 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の処分による減少   0千株 

  

Ⅱ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 5 百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 7 百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 13百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 66 百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 62 百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 128百万円

※３ 特別損失のうち主なもの 

―――――― 

  

※３ 特別損失のうち主なもの 

関係会社整理損失引

当金繰入額 
3,437 百万円

※３ 特別損失のうち主なもの 

―――――― 

  

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 454 百万円

無形固定資産 33 百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 484 百万円

無形固定資産 50 百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 933百万円

無形固定資産 80百万円

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式         

 普通株式 7 0 0 7 

合計 7 0 0 7 

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

自己株式         

 普通株式 78 0 ― 78 

合計 78 0 ― 78 



Ⅲ 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）変動事由の概要 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

市場買付による増加        70千株 

   単元未満株式の買取りによる増加  0千株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の処分による減少   0千株 

  

次へ 

株式の種類 
前事業年度末 
株式数（千株） 

当事業年度 
増加株式数（千株） 

当事業年度 
減少株式数（千株） 

当事業年度末 
株式数（千株） 

自己株式         

 普通株式 7 70 0 78 

合計 7 70 0 78 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(借主側) 

(注)リース資産に配分された減損損

失はないため、減損損失に関す

る項目等の記載は省略しており

ます。 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価額 
  

相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

建物 21   13   7
有形固定
資産（そ
の他） 

1,813   750   1,062

無形固定
資産 59   31   27

合計 1,894   796   1,097

  

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間
期末残高
相当額 

(百万円)

建物 21 17 4
有形固定
資産（そ
の他） 

1,892 806 1,086

無形固定
資産 48 30 17

合計 1,963 854 1,109

取得価額
  

相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

期末残高
  

相当額 
(百万円)

建物 21 15   6
有形固定
資産（そ
の他） 

1,822 829   992

無形固定
資産 48 26   22

合計 1,892 871   1,021

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

(注) 同左  (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

１年内 301百万円

１年超 796百万円

合計 1,098百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 同左 

１年内 331百万円

１年超 777百万円

合計 1,109百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 299百万円

１年超 721百万円

合計 1,021百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 166百万円

減価償却費相当額 166百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 176百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 325 百万円 

減価償却費相当額 325 百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)１ １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 874.66円 １株当たり純資産額 877.06円 １株当たり純資産額 934.95円

１株当たり中間純利益
金額 

47.45円
１株当たり中間純損失
金額 

48.93円
１株当たり当期純利益
金額 

80.94円

 潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、１株当たり中
間純損失であり、また、潜在株式が
存在しないため記載しておりませ
ん。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額については、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。 

  
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間(当期)純利益金額又は中
間純損失金額（△）(百万円) 

773 △841 1,356 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純
利益金額又は中間純損失金額
（△）(百万円) 

773 △841 1,356 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

16,292 17,192 16,761 

  
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 14,249 15,078 16,073 

純資産の部の合計額から控除
する金額(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間期末(期
末)の純資産額(百万円) 

14,249 15,078 16,073 

１株当たり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数(千株) 

16,292 17,192 17,192 



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（たんぽぽ薬局㈱との株式交換に

関する事項） 

  当社は平成18年10月1日にて、

たんぽぽ薬局㈱を当社の完全子

会社とする株式交換を実施し、

新株式971,000株を発行いたしま

した。 

  なお、詳細については、連結

財務諸表における「重要な後発

事象」に記載のとおりでありま

す。 

（岐阜商事㈱の株式譲渡に関する

事項） 

  当社は平成19年８月31日開催

の取締役会において、保有する

岐阜商事㈱(連結子会社)の全株

式譲渡を決議し、平成19年10月

22日付で株式譲渡契約書を締結

し、平成19年10月31日付で全株

式を譲渡いたしました。また、

第53期(平成20年３月期)の業績

への影響は個別決算において約

15億円の売却益を見込んでおり

ます。 

  なお、詳細については、中間

連結財務諸表における「重要な

後発事象」に記載のとおりであ

ります。 

  

（大豊商事㈱の株式取得に関する

事項） 

  当社は平成19年６月21日開催

の取締役会において、大豊商事

㈱の株式取得を決議し、平成19

年６月21日付けで株式取得を実

施し完全子会社といたしまし

た。 

  なお、詳細については、連結

財務諸表における「重要な後発

事象」に記載のとおりでありま

す。 



(2) 【その他】 

平成19年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

(注) 平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

(1) 中間配当による配当金の総額 68百万円 

(2) １株当たりの金額 4円 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月10日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

  

事業年度 

(第52期) 
  

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

  
  

平成19年６月29日 

関東財務局長に提出 

  
(2)  臨時報告書 

    
平成19年９月３日 

関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第17号（連結子会社の民事再生法の規定による再

生手続き開始の申立）の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

(3)  臨時報告書 

    
  
平成19年９月３日 

関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（連結子会社の株式売却）の規

定に基づく臨時報告書であります。 

  

(4)  臨時報告書の訂正報告書 
    

平成19年10月23日 

関東財務局長に提出 

  
平成19年９月３日提出の臨時報告書（連結子会社の株式売却）に係る訂正報告書であります。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社トーカイの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

平成１８年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書
提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社トーカイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社トーカイ及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年１０月３１日付で、岐阜商事株式会社の全株式を譲渡している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
 

 

平成１９年１２月２１日 

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書
提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーカ

イの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社トーカイの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

  

平成１８年１２月２２日

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

株式会社 トーカイ 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社トーカイの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第５３期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社トーカイの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成１９年１０月３１日付で、岐阜商事株式会社の全株式を譲渡している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

  

平成１９年１２月２１日 

 取 締 役 会  御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  西  松  真  人  ㊞ 

指 定 社 員 

業務執行社員
  公認会計士  鈴  木  晴  久  ㊞ 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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